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カスハラはカステラのように甘くない！  

カスタマーハラスメントアンケートを実施中 

 

    「消費者・利用者・住民等からの迷惑行為・悪質クレーム」（カスタマーハラスメント）

は、職場内の問題としてパワハラに次ぐものです。                           

国は、この問題に対して、令和２年１月に「事業主が職場における優越的な関係を背景と

した言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針」（令和２年

厚生労働者告示第５号）を策定し、顧客等からの暴行、脅迫、ひどい暴言、不当な要求等

の著しい迷惑行為に関して、事業主は、相談に応じ、適切に対応するための体制の整備や

被害者への配慮の取組を行うことが望ましい旨、また、被害を防止するための取組を行う

ことが有効である旨と定めました。これでは、私たちの職場のカスタマーハラスメントは

大幅に減少するとは考えづらいと思われます。改善としては、事業主が上記内容を確実に

実行すること、そして、もう１つは加害者をつくらない啓蒙活動かと思われます。    

そこで、連合北海道の協力のもと、道内におけるカスタマーハラスメントの実態を把握す

るために、カスタマーハラスメントアンケート調査を、道内初で実施することにしました。

アンケートは、個人の情報が特定されることなく数値化し、データ結果は行政などへの要

請や道民への啓発活動に活用いたします。 

                                                           ご協力よろしくお願いいたします。 
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全水道札幌水道労働組合で 

初のカスタマーハラスメント研修会を開催 
 

当該労組から「カスタマーハラスメントで苦労されている職員がいる、組合として研修

をしたい」という要請があり、当センターで初となる「カスタマーハラスメント対策研修

会」を開催しました。実例を交えながら対策を考える内容の研修となりました。更に事業

主の責任に触れ、組合として事業主へカスタマーハラスメント対策を具体的に講じるよう

要求することにも大切と話し、組合としても取り組むことになりました。 

 

 
 
 
 

北海道中小企業家同友会で労使関係について講演 
 

～ 経営者はワークルールを学び、安全衛生や健全な労使関係を築くために、 
人事問題に積極的に取り組んで欲しい ～ 

 

道内の企業規模割合は99%が中小企業で、その多くの企業には労働組合がありません。 

一般社団法人北海道中小企業家同友会札幌北地区会の経営者が参加する月例会（勉強会）

に当センターの齊藤事務局長が特別講師と招かれ「健全な労使関係を構築するには！」と

いうテーマで講演しました。労働組合のない経営者の方々にお話しできる貴重な研修でし

た。 



3 
 

 

            国立大学法人室蘭工業大学で６年目となる寄付講座 
      カスハラ加害者は中高年男性が圧倒的に多い！ 

 
   齊藤事務局長が講師として続けている室蘭工業大学の寄付講座は、今年で６年目となり

ます。マジックを入れながらの分かりやすいワークルールの講義は、学生にも好評で、今

年度は、入学した約６００名の１年生全員が受講しました。例年はワークルール中心の内

容でしたが、コロナ禍ということもあり、コミュニケーションの取り方やウェルビーイン

グな生き方などにも触れました。６００名の受講レポートには、働く上での質問や生きて

いく中での悩みなども数多くあり、ワークルールを学ぶ機会が少ない、将来の悩みが多い

学生に対して、講義を６年も継続させていただいていることに感謝いたします。 

  

また、バイトをしている学生対象に、カスタマーハラスメントのオンラインアンケー

ト調査をしたところ、▼受けたことがある２２% ▼内容は、暴言５８%、威嚇・脅迫４

２% ▼相手が大声をあげることがあった７７% ▼カスタマーハラスメントをした年代

性別は ６０歳代男性５０% ５０歳代男性４３% ４０歳代男性２９%と圧倒的に中高

年男性が多い ▼上司に引き継いだが５７%、謝り続けた２１%、危険を感じて退避した

１４% ▼カスタマーハラスメント対応マニュアルがある４４% ▼ネットの口コミ欄に

実名を書き込まれた学生もいて、対応方法も伝えました。   
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労働災害防止に向けて                       

北海道労働局と情報交換会を実施します。 
  

第13次労働災害防止計画（平成30年度～令和4年度）に基づき、計画期間の5年で、
死亡者数を20％以上、休養4日以上の死傷者数を5％以上減少させる取り組みを進めてい
て、今年度が最終年度となりました。 

直近（１０月末速報）では、▼死亡災害発生状況業種別の状況では、建設業において

１７人と死亡災害の４７．２％を占めており、次いで製造業が５人、陸運業が４人です。

▼事故の型別では、「墜落・転落」が１１人、「はさまれ,巻き込まれ」が８人、「交通

事故（道路）」が６人となっています。▼休業４日以上の死傷災害発生状況業種別では

保健・衛生業が３，２０８人と最も多く、製造業が９４６人、商業が８１６人、建設業が７

０５人、陸上貨物運送事業が６３６人の順となっています。▼事故の型別の状況事故の型別

では、「転倒」が１，６１８人で最も多く、「墜落・転落」が８８２人、「動作の反動,無理

な動作」が６７９人、「はさまれ・巻き込まれ」が５６２人、「切れ・こすれ」が２６９ 

人の順となっています。 

 

 

 
こうした状況を踏まえ、昨年に引き続き、重点４業種の産別と北海道労働局とで情報

を交換して、現在の状況と課題について共通認識を図るとともに、労働災害防止に対す
る安全衛生対策を一層強化していきたいと考えます。 

     日 時  １２月１４日（水）１０時３０分～１２時００分 
場 所   ほくろうビル５Ｆ 連合北海道会議室 
      （札幌市中央区北４条西１２丁目） 

内 容  情報交換会 
                      労働災害の状況について 
            情報交換～各職場の状況や課題について 


